
コバトン先生の

市町村合併講座

はじまり、はじまり～



みなさん、こんにちは。コバトンです。

平成１１年４月から約１０年間続いてきた「平成の大合併」は、
平成２２年３月で一応の終期を迎えました。
でも、これからも市役所（役場）が皆さんにとって頼りになる身近な

存在でいるためには、市町村合併で地域の力を結束する必要があるかも
しれません。

この機会に、もう一度、市町村合併について考えてみませんか。



昭和の大合併
○ 昭和２８年（１９５３年）に、事務や権限をできるだけ住民に身

近な市町村に配分すべきとの観点から、「町村合併促進法」

が施行され、人口規模８，０００人を標準として町村の合併

を推進。

明治の大合併
○ 政府は明治２２年（１８８９年）に初めての近代的な地方自治

制度である市制・町村制を施行。３００～５００戸を標準とし

て、全国一律に町村合併を実施。

市町村合併の沿革

○ 我が国の市町村数は、明治２１年（１８８８年）には７万を超えていた町村が、明治、
昭和、平成と３度の大合併を経て、現在では約１，７００市町村にまで減少。
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平成の大合併
○ 市町村の行政サービスの維持・向上や行政規模の拡大・効率

化を図る観点から、自主的な市町村合併を推進。
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※総務省ホームページに基づき作成



市町村の歴史は合併の歴史ともいえます。
明治の大合併で、それまで約７万１千あった市町村の数が

約１万６千になり、昭和の大合併で約３千５百になりました。
そして、平成の大合併で１７２７になり、令和２年４月時点で
１７１８になっています。
地方自治法は「他の地方公共団体に協力を求めてその規模の

適正化を図らなければならない」と､合併について常に検討する
ことを求めています。



全国の市町村合併の進展状況

※総務省ホームページに基づき作成

70→35(50.0%)

１７２７
平成22年３月３１日

（H22.3.23官報告示ベース）



「平成の大合併」と聞いても、埼玉に住んでいるとあまり実感
がわかないかもしれませんが、全国では、１０年間で実に６割を
超える市町村が合併しました。
「平成の大合併」において最も合併の進んだ長崎県では７９

あった市町村の数が２１になりました。広島県では、８６が２３
に新潟県では１１２が３０に、愛媛県でも７０が２０に減ってい
ます。いずれも７割を超えた減少率となっています。
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【合併市町村及び市町村数の推移】

市 町 村

平成１３年　５月　１日 さいたま市 浦和市、大宮市、与野市 ９０ ４１ ３９ １０

平成１７年　１月　１日 飯能市 飯能市、名栗村 ８９ ４１ ４０ ８

さいたま市 さいたま市、岩槻市

秩父市 秩父市、吉田町、大滝村、荒川村
熊谷市 熊谷市、大里町、妻沼町

鴻巣市 鴻巣市、吹上町、川里町
春日部市 春日部市、庄和町
ふじみ野市 上福岡市、大井町

小鹿野町 小鹿野町、両神村
行田市 行田市、南河原村

深谷市 深谷市、岡部町、川本町、花園町
神川町 神川町、神泉村

平成１８年　１月１０日 本庄市 本庄市、児玉町 ７２ ４０ ２９ ３

平成１８年　２月　１日 ときがわ町 都幾川村、玉川村 ７１ ４０ ３０ １

平成１９年　２月１３日 熊谷市 熊谷市、江南町 ７０ ４０ ２９ １

久喜市 久喜市、菖蒲町、栗橋町、鷲宮町 ６７ ４０ ２６ １

加須市 加須市、騎西町、北川辺町、大利根町 ６４ ４０ ２３ １

平成２３年１０月１１日 川口市 川口市、鳩ケ谷市 ６３ ３９ ２３ １

平成２２年　３月２３日

５

平成１８年　１月　１日 ７３ ４０ ３０ ３

平成１７年１０月１日 ７８ ４０ ３３

合併期日 新市町名 （合併関係市町村） 計

平成１７年　４月　１日 ８５ ４０ ３９ ６

【凡例】 
 
      合併市町 
 

平成24年10月1日現在 

県 内 の 市 町 村 合 併 の 状 況 

※ 平成２４年１０月１日（白岡市制施行日）現在の市町村数６３（市：４０ 町：２２ 村：１） 

平成１３年４月１日現在の 
県内市町村数 ： ９２ 

（ 市：４３ 町：３８ 村：１１ ） 

←「平成の大合併」後（平成２２年３月３１日以降）の合併 



埼玉県では、「平成の大合併」において、
１７地域、「平成の大合併以後」に１地域で
合併が行われ、９２あった市町村数は６３に
なりました。
本県に限らず、市町村の財政力が比較的高

いとされる大都市圏ではあまり合併は進んで
いません。地図を見ると、東京に近い市町村
は合併していないことがわかりますね。

一方で、村の数が１１から１に減っている
ことからみて、市町村の財政基盤がある程度
強化されたと考えられます。

また、合併協議会は設置したものの、住民
投票の結果等により合併しなかった市町村が
多いのも埼玉県の特徴です。



実例から見た合併メリット（例）

県内12合併市町の財政計画では 合併後約10年間で
総額731億円の効率化が図られると試算しています。

それぞれの市町村が別々に行っていた事業や事務をま
とめることで、行財政の効率化が図れます。

取 組

メリット

花き市場の鴻巣市、花き生産が盛んな川里町、コスモ
ス畑 で有名な吹上町が合併して、全国に誇る「花のま
ち」づく りを進めています。（鴻巣市）

合併協議Ｑ＆Ａ（例）

Ｑ 合併について住民にどのように説明するのですか？

Ｑ 合併するには住民投票を行う必要があるのですか？

合併を機に、県から「未熟児の訪問指導」の権限の移譲
を受け、健やかな成長を支援しています。（秩父市）

権限の移譲を積極的に
受け地域のことを自ら決
定できるようになります。

多様化する住民ニーズ
へのきめ細かな対応が
できるようになります。

地域の特長を生かして、テーマを持ったまちづくりに
取り組むことができます。

メリット

「実例から見た市町村合併」の概要
○ 県と県内１２の合併市町で「埼玉県市町村合併研究会」を設置
○ 合併メリットや円滑な合併協議方策について「実例から見た市町村合併」として取りまとめ

（平成１９年１２月）

Ａ 比較的小規模な住民の集まりに、首長や合併協職員等
が出向いて説明する形式のものが数多く行われています。

このほか、合併協議会では、ホームページや「合併協
議会だより」などにより、住民に情報を提供しています。

Ａ 住民投票は、住民の意向を確認する一つの手段です
が 間接民主制との関係からも、その是非は一概には言
えません。実施に当たっては、住民に客観的な情報を十
分に提供した上で実施するなど慎重な対応が必要です。

行政規模が大きくなることで、組織の
充実や専門性の向上が図れます。

メリット

取 組

取 組



合併した市町村は、その結果どうなったでしょう。
県では、県内で合併した市町の職員の皆さんと一緒に、実際

の合併のメリットなどについて研究し、その結果を平成
１９年１２月に「実例から見た市町村合併」として取りまとめ
ました。
また、平成２０年度、２１年度には、合併市町連絡調整会議

を行い、合併した市町の職員の皆さんと合併後の課題等につい
て意見交換を行いました。合併した市町では、合併を契機に、
住民のみなさんとともに、自分たちの住むまちを自分たちでよ
くしようと懸命に取り組んでいます。



これからの市町村合併①
※『平成の合併』（総務省作成）より

○ 平成１１～１７年 手厚い財政措置（合併特例債の創設、合併算定替の期間延長）

平成１７～２２年 国・都道府県の積極的な関与

○ 平成２２年４月～ 自主的な市町村合併の円滑化の特例措置
（１０年間）

市町村数：3232（H11.3.31）⇒1727(H22.3.31)

平成の合併＝全国的な合併推進の１０年

市町村合併は
相当程度進捗！

合併特例法
の改正

② 改正により廃止される特例
○ 合併推進に向けた国、都道府県による積極的な関与

の廃止
・ 総務大臣による市町村の合併の推進に関する基本

指針
・ 都道府県による市町村の合併の推進に関する構想、

合併協議会設置の勧告
○ 三万市特例（合併する場合には、市となる人口の要件

を５万人から３万人に緩和する特例）の廃止

【合併特例法の改正の概要】

① 合併の障害を除去するため継続され
る特例

○ 議会の議員の定数・在任に関する特例

○ 地方税の課税免除・不均一課税の特例

○ 普通交付税の合併算定替



ところで、「平成の大合併」後はどうなるのでしょう。

「平成の大合併」は、自主的な市町村合併を推進するため、
１０年間の期限を設けて制定された「合併特例法」に基づき
実施されました。

平成２２年３月が期限でしたが、期限となっても合併を検
討している市町村があったため、法律が改正され期限が延長
されました。改正により合併の障害を取り除く特例は継続さ
れましたが、財政措置や国・県の関与は廃止されました。

新しい仕組みのもとで、合併を進めることになりました。



これからの市町村合併②

※『平成の合併』（総務省作成）より

① 市町村合併による行財政基盤の強化

② 共同処理方式による周辺市町村間での広域連携

③ 都道府県による補完 など

○ これまで以上の自立した行政

○ 十分な権限と財政負担

○ 行財政基盤の強化

これからの基礎自治体の展望

地域主権改革の進展等により、基礎自治体である市町村の役割は
より一層重要になる。

市町村がこれらの中から
最も適した仕組みを自ら選択

・ 市町村への権限移譲の進展 ・ 市町村に新たな事務の義務付け
・ 地域主権改革の取組 ・ 人口減少・少子高齢化の進行
・ 厳しい財政状況

【市町村の置かれている現状】

【今後の基礎自治体の姿】



市町村合併は相当程度進捗したとされるものの、人口減少や
少子高齢化が進み、多くの市町村の行財政は依然として大変厳
しい状況です。
こうした中、市町村が迅速かつ的確に住民のニーズに応えら

れるようにするためには、国や県の権限に関する事務の移譲を
さらに進め、地域のことは自らが決定できる仕組みを作ってい
くなど、様々な面でパワーアップが必要です。

そこで、市町村合併、事務の共同処理、都道府県による補完
などのメニューからそれぞれの市町村に適した仕組みを自ら
選択し、効率的な行政体制を目指すことが求められています。



市町村合併の手続の概要

合併協議会 合併関係市町村 県 知 事 総務大臣 

    

 

合併に向けた事実上の協議 

合併協議会設置について 
議会で議決  

・合併の方式、合併期日、 
名称、事務所の位置 

・合併市町村基本計画 
・議員定数・地方税・条例・

各種事業等の取扱い 

 

合併協議会設置 

基本計画事前協議 

合併協議終了 

合 併 の 調 印 

廃置分合(合併)について 
議会で議決 

廃置分合申請書提出 

廃置分合申請書受理 

県議会で議決 

廃置分合決定 

総務大臣告示 総務大臣へ届出 



それでは、様々なメニューから「合併」を選択し、効率的な行政
体制を目指そうとする市町村には、どのような手続きが必要なので
しょうか。
まず、一定の合意が得られた段階で、それぞれの議会の議決を

得て合併協議会を設置します。
協議会では、新市町村の名前や事務所の位置など多くのことを

話し合います。協議がまとまったら、各議会で合併を議決して、
知事に申請します。
県では、県議会で議決を得た後に、総務大臣に届け出をします。

総務大臣の告示をもって、合併の効力が発生します。



県では、自主的な市町
村合併がさらに進むよう、
引き続き、可能な限り支
援していきます。


